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（３） 見直しの観点 

(ア) 必要性に関する評価 

（ⅰ）全般 

1) 概説 

○必要性に関する評価は、上位計画による位置付けの確認、各評価項目における必要

性の評価、代替機能の確認の順に実施する場合が多い。 

○道路の性格に応じて必要性の評価項目が異なることから、道路の種別や性格ごとに

評価を行っているところもある。 

○評価項目は、交通機能、空間機能（都市環境、都市防災）、市街地形成機能の３つ

に分類できる。 

 

（参考）都市計画運用指針における道路の機能： 

①都市における円滑な移動を確保するための交通機能  

②都市環境、都市防災等の面で良好な都市空間を形成し、供給処理施設等の収容空間を

確保するための空間機能  

③都市構造を形成し、街区を構成するための市街地形成機能 

 

○定量的な指標だけでなく、上位計画や関連計画等における当該路線の位置づけを確

認するという定性的な指標も多い。 

 

① 評価の手順 

路線の必要性を評価する主な手順は、以下の通りである。 

 都市マスタープラン等、上位計画による路線の位置づけの確認 

 交通機能、空間機能（都市環境、都市防災）、市街地形成機能に分類される各評

価項目による路線の必要性の評価 

 路線の代替機能の確認 

 

② 評価の方法 

【道路の性格による評価】 

必要性の評価方法として、大阪府、群馬県、兵庫県、岡山県、千葉市、堺市、神戸市、

広島市などは、道路の性格により、必要性の評価項目が異なるとして、評価の項目を分

けている。 

大阪府は広域幹線と補助幹線で分類しており、群馬県（事例 3-1）と兵庫県（事例 3-2）

は、主要幹線街路、都市幹線街路、補助幹線街路で分類している。さらに兵庫県は必要

性の検証を県の視点に基づく検証と市町の視点に基づく検証に分けて、市町村の視点か

ら地域固有要素を考慮している。 
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【地域区分による評価】 

三重県は「広域」と「地域」、京都市は「市域全体」と「生活圏」に分けて検討して

いる（事例 3-3）。 

岡山県は、通過交通を処理する道路、地域で発生する交通を処理する道路、自動車

交通処理以外の目的がある道路の３種類に分けている（事例 3-4）。 

 

③ 評価の選定基準 

香川県、京都市は、必要性の検証の中で廃止・見直し候補を位置づけている（事例

3-5、3-6）。 

 

④ 評価の項目 

都市計画道路の見直し検討における評価項目は、交通機能、空間機能（都市環境、都

市防災）、市街地形成機能に分類できる。 

 
 

表 7 必要性に関する評価項目 

カテゴリー 評価項目 

交通機能 

沿道サービス機能の提供 

渋滞の緩和 

主要な施設へのアクセスの確保 

交通結節機能の強化 

公共交通の円滑な走行の支援 

歩行者・自転車の安全で円滑な移動の支援 

道路ネットワーク機能の強化 

空間

機能 

都市

環境 

景観形成 

都市緑化、日照の確保 

歴史的まちなみの保全や文化的資源の保全・活用 

環境負荷の低減 

住環境の改善 

都市

防災 

消防活動困難地域の解消 

延焼等の防止 

交通事故の削減 

避難経路の確保（リダンダンシーの確保） 

救急医療活動の支援 

通行機能のための最低限必要な幅員の確保 

市街地形成 

機能 

都市の骨格の形成 

将来都市構造への位置づけ 

上位・関連計画への位置づけ 

道路以外のインフラのための空間確保 

コミュニティ空間の確保 

街区の形成 
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2) 事例 

事例 3-1：群馬県 

群馬県は、「主要幹線街路」、「都市（内）幹線街路」「補助幹線街路」に区分して必要

性の評価を行っている。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：都市計画ガイドライン（平成 25 年 7 月群馬県県土整備部都市計画課） 
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事例 3-2：兵庫県 

兵庫県は、「主要幹線街路」、「都市幹線街路」、「補助幹線街路」に区分して必要性の

評価を行っている。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：都市計画道路網見直しガイドライン（平成 23 年 3月兵庫県）
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事例 3-3：三重県 

三重県は、「広域」と「地域」に区分して必要性の評価を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：三重県都市計画道路の見直しガイドライン（平成 19年 3 月三重県） 



43 

事例 3-4：岡山県 

岡山県は、対象路線を以下の 3種類に区分し必要性の評価を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：岡山県都市計画道路見直しガイドライン（平成 17年 3 月岡山県） 

 

 

事例 3-5：香川県 

香川県は、必要性が高くても計画実現上の阻害要因があれば見直し候補としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：香川県都市計画道路見直しガイドライン（平成 19年 3 月香川県） 
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事例 3-6：京都市 

京都市は、「市域全体に係る必要性」と「生活圏での必要性」に区分して必要性の評

価を行っており、生活圏での必要性の評価においては、５項目のうち３項目に該当しな

い路線は「廃止候補」として、次の段階の評価を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：都市計画道路の見直し指針（平成 21 年 8月京都市） 

 

５項目のうち３項目に該当しない路線は「廃止候補」として評価 
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（ⅱ）上位計画の位置付け確認 

1) 概説 

○路線の必要性を検討する際に、上位計画（マスタープラン等）への位置づけの有無

を確認する場合が多い。 

 

都市計画道路の見直しにおいて、必要性に関する評価項目である交通機能、市街地形

成機能に都市計画マスタープランへの位置づけの確認を含めている地方公共団体が約

3/4 となっている。 

岐阜県は、都市計画道路の見直しに合わせて、都市計画マスタープラン自体を見直す

ことについても言及しており、都市の将来像との関係での見直し検討が行われている。 

一方で、検討対象路線の抽出において、都市計画マスタープランに位置付けがある路

線は、検討対象外としている例（岡山県、静岡県など）もある（事例 3-7）。 

 

2) 事例 

事例 3-7-①：岡山県 

岡山県は、検討対象路線の抽出において、都市計画マスタープランに位置付けがある

路線は、検討対象外としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：岡山県都市計画道路見直しガイドライン（平成 17年 3 月岡山県） 
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事例 3-7-②：静岡県 

静岡県は、検討対象路線の抽出において、上位計画（総合計画、都市計画区域マスタ

ープラン、市町村マスタープラン等）に位置付けがある路線は、検討対象外としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：静岡県都市計画道路の必要性再検証ガイドライン（平成 19年 3 月静岡県） 
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（ⅲ）交通機能に関する評価指標 

1) 概説 

○交通機能に関する評価指標には、交通量や混雑度など自動車のトラフィック機能に

関するもの、主要な施設へのアクセス機能に関するもの、公共交通、歩行者、自転

車などの走行を支援する機能に関するものなどがある。 

 

交通機能に関する定量的な評価指標は、新潟市のように渋滞の緩和効果を指標とし

ている例や（事例 3-8）、将来交通量推計に対する需給バランスの確保や、道路密度を

検討時に設定している例（北海道、兵庫県、岡山県など）がある（事例 3-9）。 

 

表 8 交通に関する評価指標 

カテゴリー 評価項目 指標（例） 

交通機能 

沿道サービ

ス機能の提

供 

沿道の土地利用のための出入機能の有無 

駐停車機能（P&R・K&Rを含む）の有無 

貨物の積み下ろし機能の有無 

渋滞の緩和 

将来交通量に対する需給バランスが確保されているか 

将来交通需要に対応した車線数か 

適正な道路密度が確保されているか 

代替路線の有無 

混雑度（路線別、断面別） 

渋滞アクションプログラム等の位置づけの有無 

VICS渋滞時間 

旅行速度 

渋滞ポイント（ボトルネック）箇所の有無 

踏切道の解消 

主要な施設

へのアクセス

の確保 

市役所、公園等の公共施設へのアクセス機能の有無 

産業・物流拠点へのアクセス機能の有無 

観光スポットへのアクセス機能の有無 

医療・福祉施設（2 次又は 3 次の救急医療施設等）へのア

クセス機能の有無 

中心市街地や商業・業務地へのアクセス機能の有無 

公共施設から 500m以内の路線か 

交通結節機

能の強化 

高規格幹線道路の ICや鉄道駅へのアクセス機能の有無 

鉄道駅、モノレール駅から 1km以内の路線か 

バス停から 300m以内の路線か 

公共交通の

円滑な走行

の支援 

地下鉄、都市モノレール、新交通システム、路面電車、広

域・路線バス等の公共交通の導入計画の有無 

バス専用レーンの導入計画の有無 

地下鉄、都市モノレール、新交通システム、路面電車、広

域・路線バス等の公共交通の運行の有無 

公共交通空白・不便地域内を通る路線か 

バス路線の旅行速度 
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カテゴリー 評価項目 指標（例） 

オムニバスタウン計画への位置づけの有無 

歩行者・自転

車の安全で 

円滑な移動

の支援 

自転車・歩行者通行量 

歩行者・自転車ネットワークへの位置づけの有無 

自転車走行帯の計画の有無 

電線類の地中化計画・共同溝の整備計画の有無 

自転車計画への位置づけの有無（自転車のみ） 

サイクリングロードネットワーク計画への位置づけの有無

（自転車のみ） 

植樹帯の整備計画の有無 

通学路の指定の有無 

沿道に高齢者施設や小中学校等が立地しているか 

道路ネットワ

ーク機能 

相互通行化を図る道路 

道路幅員の連続化、前後区間の連続性を図る道路 

地域運段の解消に資する道路 

地域の道路ネットワークの改善に資する道路 

隣接市に接続する道路 
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2) 事例 

事例 3-8：新潟市 

新潟市は、交通機能に関する必要性の評価において、渋滞緩和効果を評価指標として

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：都市計画道路の見直し方針（平成 22 年 3月新潟市） 
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事例 3-9：岡山県 

岡山県は、交通機能に関する必要性の評価において、道路密度を評価指標としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：岡山県都市計画道路見直しガイドライン（平成 17年 3 月岡山県） 
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（ⅳ）空間機能（都市環境）に関する評価指標 

1) 概説 

○空間機能（都市環境）に関する評価指標には、環境負荷の低減や景観形成、都市緑

化などがある。 

○景観関連計画への位置づけや、沿道環境の改善への貢献の有無など、定性的な評価

指標が多い。 

 

空間機能（都市環境）に関する評価指標には、環境負荷の低減や景観形成、都市緑

化などがあり、景観関連計画への位置づけや、沿道環境の改善への貢献の有無など、

定性的な評価指標が多い。 

 

表 11 空間機能（都市環境）に関する評価指標 

カテゴリー 評価項目 指標（例） 

空間機能 

（都市環境） 

景観形成 

景観法で街並み保全や景観に配慮した整備への

位置づけの有無 

マスタープランにおける景観の整備方針への位置

づけの有無 

緑の基本計画への位置づけの有無 

電線類の地中化計画・共同溝の整備計画への位

置づけの有無 

景観計画区域内の路線か否か 

まちなみ景観軸への位置づけの有無 

緑のネットワークを形成する路線の位置付けの有

無 

シンボルロードへの位置づけの有無 

都市緑化、 

日照の確保 

緑のネットワークへの位置づけの有無 

緑の基本計画への位置付けの有無 

歴史的まちな

みの保全や 

文化的資源を

保全・活用 

指標例なし 

環境負荷の 

低減 

大気（排出ガス） 

騒音 

振動 

CO2削減アクションプログラムへの位置付けの有無 

住環境の改善 
大気･騒音･振動等、沿道環境の改善への貢献の

有無 
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（ⅴ）空間機能（都市防災）に関する評価指標 

1) 概説 

○空間機能（都市防災）に関する評価指標には、消防活動困難地域の解消、事故削減、

医療活動の支援、避難経路の確保などがある。 

○防災計画への位置づけの有無や、緊急輸送路としての位置づけの有無など、定性的

な評価指標が多い。 

 

空間機能（都市防災）にする評価指標には、消防活動困難地域の解消、事故削減、

医療活動の支援、避難経路の確保などがあり、防災計画への位置づけの有無や、緊急

輸送路としての位置づけの有無など、定性的な評価指標が多い。 

相模原市は、防災機能や環境機能を含めた５つの機能において、具体的な評価指標

を定めている（事例 3-10）。名古屋市は、南海トラフ巨大地震を前提とした評価指標

を設定している（事例 3-11）。 

 

表 10 空間機能（都市防災）に関する評価指標 

カテゴリー 評価項目 指標（例） 

空間機能 

（都市防災） 

消防活動困難地

域の解消 

地域防災計画への位置づけの有無 

都市防災計画への位置づけの有無 

無電柱化計画への位置づけの有無 

防火地域、準防火地域の指定内の路線か 

密集市街地でかつ 6m 以上の現道が不足する

地域の計画路線か 

現道幅員 6m 以上の道路から直線距離 140m

の範囲に含まれない区域の路線か 

老朽木造住宅が密集している地区や狭隘道路

の多い地区等、地区の防災上特に問題のある

地区を通過しているか 

延焼等の防止 

幅員 

延焼クラスターの規模 

道路閉鎖確率 

交通事故の削減 現道または並行路線に事故多発区間の有無 

避難経路の確保 

（リダンダンシー

の確保） 

緊急輸送路、防災ネットワーク、避難路としての

位置付けの有無 

防災計画への位置づけの有無 

マスタープランにおける地域防災の整備方針へ

の位置づけの有無 

救急医療活動の

支援 

2次又は3次の救急医療施設と広域幹線道路を

接続する路線への位置付けの有無 

通行機能のため

の最低限必要な

幅員の確保 

現道が概ね 22ｍ未満の４車線道路 

現道が概ね 15ｍ未満の 2車線道路 
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2) 事例 

事例 3-10：相模原市 

相模原市は、都市防災機能や環境機能を含めた５つの機能において、具体的な評価指

標を定めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：都市計画道路見直しの方針（平成 25 年 3月相模原市） 
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事例 3-11：名古屋市 

名古屋市は、南海トラフ巨大地震の被害想定を基に評価した延焼クラスター等を前提

とした評価指標を設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：都市計画道路整備プログラムの見直し方針（平成 28年 6 月名古屋市） 



55 

（ⅵ）市街地形成機能に関する評価指標 

1) 概説 

○市街地形成機能に関する評価指標には、上位・関連計画への位置づけ、将来都市構

造への位置づけ、コミュニティ空間の確保などがある。 

○幹線道路網計画等への位置づけの有無や共同溝等の計画の位置づけの有無など、定

性的な評価指標が多い。 

 

市街地形成機能に関する評価指標には、上位・関連計画への位置づけ、将来都市構

造への位置づけ、コミュニティ空間の確保などがあり、幹線道路網計画等への位置づ

けの有無や共同溝等の計画の位置づけの有無など、定性的な評価指標が多い。 

 

埼玉県は、必要性に関する評価項目の中に「まちづくりの将来像の変化」「関連事業

の動向・変化」を設定しており（事例 3-12）、廃止候補路線で該当する実例としては、

駅周辺まちづくりの将来像の変化、沿道を市街化区域とする計画の実現性が薄れてき

ていること、土地区画整理事業の中止等がある。 

大阪府は、主として市街化区域内に存在しない路線は廃止候補としている（事例

3-13）。 

表 11 市街地形成に関する評価指標 

カテゴリー 評価項目 指標（例） 

市街地 

形成機能 

上位・関連

計画への 

位置づけ 

国土レベルの広域的な道路（幹線道路網計画等）への位

置づけの有無 

国土利用計画への位置づけの有無 

総合計画への位置付けの有無 

土地区画整理、市街地再開発等の関連計画（事業）への

位置付けの有無 

中心市街地活性化計画への位置づけの有無 

都市再生整備計画への位置づけの有無 

バリアフリー基本構想への位置づけの有無 

バリアフリー法の重点整備地区への位置づけの有無 

ユニバーサルデザイン関連計画等の位置づけの有無 

人に優しい福祉のまちづくり計画への位置づけの有無 

その他（観光振興計画、産業計画等）への位置づけの有無 

将来都市

構造への

位置づけ 

都市計画区域マスタープランへの位置づけの有無 

市町村マスタープランへの位置づけの有無 

都市交通マスタープランへの位置づけの有無 

街区の形

成 
指標例なし 

コミュニテ

ィ空間の確

保 

イベントなど地域の憩いの場や賑わい空間としても利用さ

れているか 

駅前の道路や商店街などの地区のシンボルとして必要な

路線か 
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カテゴリー 評価項目 指標（例） 

地域の伝統的な祭りなどの中心的な場としての位置付け

の有無 

地元商工会等の関係機関のまちづくり方針への位置付け

の有無 

道路以外

のインフラ

のための

空間確保 

共同溝、CCBOX等の計画の位置づけの有無 

電話ボックス、電柱、交通信号、案内板、ストリートファニチ

ャー等のための空間の有無 

都市の骨

格の形成 

都市間、市街地間軸の位置づけの有無 

骨格（格子型、放射型または環状型）軸の位置づけの有無 

都心部等を通過する路線か 

用途地域の境目となる路線か 

隣接市町村との接続有無 

市街化調整区域に計画していないか 

 

2) 事例 

事例 3-12：埼玉県 

埼玉県は、社会状況の変化を必要性の評価項目としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：都市計画道路の検証・見直し指針～社会状況の変化に対応した都市計画道路の見直し～（平

成 25 年 6月埼玉県） 
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事例 3-13：大阪府 

大阪府は、主に市街化区域内に存在しない路線は廃止候補としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：都市計画（道路）見直しの基本指針（平成 23 年 3月大阪府） 
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（ⅶ）代替機能の確認 

1) 概説 

○必要性の評価の中で、当該路線に求められる機能の代替可能性の評価を行っている

地方公共団体は半数程度である。 

○代替道路の基準を定めている事例や、必要性を点数化して評価している事例があ

る。 

 

都市計画道路の見直し検討において、当該路線に求められる機能の代替可能性の検討

を、必要性の評価の中で行っている地方公共団体は半数程度である。 

福岡市、奈良県、兵庫県は、必要性の評価の中で代替可能性の検討を行っている（事

例 3-14～3-16）。 

代替機能の評価では、代替道路の基準を定めている事例（千葉市）（事例 3-17）、計

画道路と代替道路の必要性を点数化して評価している事例（沖縄県）がある（事例3-18）。 

 

 

2) 事例 

事例 3-14：福岡市 

福岡市は、並行路線の活用や、既存道路の有効活用の評価項目において、機能代替の

可能性や、交差点等の部分的な見直しの可能性等を評価している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：福岡市都市計画道路検証方針（平成 19年 12 月福岡市 都市整備局 交通計画課） 
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事例 3-15：奈良県 

奈良県は、都市計画道路見直し作業における必要性の検証項目の各々について、代替

性の考え方を詳細に明記している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

出典：生駒市域における県が定める都市計画道路の見直し（素案）（奈良県） 
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事例 3-16：兵庫県 

兵庫県は、各評価について、機能代替可能性検証方法を明記している。 

 

 

出典：都市計画道路網見直しガイドライン（平成 23 年 3月兵庫県） 
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事例 3-17：千葉市 

千葉市は、既存道路の活用項目として、代替機能を有する候補路線の基準を定めてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：千葉市都市計画道路の見直しのガイドライン（平成 18 年 9月千葉市） 

 

事例 3-18：沖縄県 

沖縄県は、代替道路がある場合、計画道路と同様に代替道路の必要性を定量化し、計

画道路と代替道路の合計点の比（計画道路／代替道路）が 1.5 を下回る場合は、廃止を

含む計画見直し候補としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：沖縄県都市計画道路の見直しガイドライン（案）（平成 18 年 10 月沖縄県 都市計画・モノレール課） 
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(イ) 実現性に関する評価 

（ⅰ）全般 

○評価項目は、環境への影響、まちづくりへの影響、施工性、地元意向、事業性に分類で

きる。 

 

実現性の評価項目は以下の５つに分類できる。 

 環境への影響   ：都市計画道路の整備に係る地形地物等の環境への影響 

 まちづくりへの影響：都市計画道路の整備に係るまち並みやコミュニティ分断

等のまちづくりへの影響 

 施工性      ：都市計画道路の整備に係る物理的な施工の困難さや道路

構造令との整合等の施工性 

 沿道住民の意向  ：都市計画道路の整備に対する沿道住民の意向 

 事業性      ：都市計画道路の整備の事業化の見通し 

 

（ⅱ）環境への影響 

1) 概説 

環境への影響の評価項目は表 12 のとおりである。名古屋市では未着手都市計画道路

が公園や緑地を分断する場合は、変更、廃止を検討することとしている（事例3-19）。 

 

表 12 実現性の評価項目 【環境への影響】 

カテゴリー 評価項目 指標（例） 

環境への

影響 

緑地・風致地区への影響 該当地区を通過する路線の有無 

自然景観への影響 〃 

希少動植物への影響 〃 

 

2) 事例 

事例 3-19 名古屋市の実現性に課題があった場合の見直し評価 

名古屋市は、平成 18 年 3 月に策定した「未着手都市計画道路 整備方針のあらまし」

において、実現性の評価に合わせて道路整備の課題の解決策の検討を行い、変更、廃止

を位置づけている。 

 

 

 

 

 

 

 

出典：名古屋市の未着手都市計画道路の整備方針（平成 18 年３月名古屋市） 
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（ⅲ）まちづくりへの影響 

1) 概説 

まちづくりへの影響の評価項目は表 13 のとおりである。 

兵庫県は、周辺地区に影響を及ぼす要素に対する具体的な検証の考え方を示している

（事例 3-20）。 

 

表 13 実現性の評価項目 【まちづくりへの影響】 

カテゴリー 評価項目 指標（例） 

まちづくり

への影響 

歴史的街並み・文化財への影響 該当地区を通過する路線の有無 

商店街への影響 〃 

公共施設等（学校、病院等）の支障物 該当建物を通過する路線の有無 

中心市街地の空洞化 該当地区を通過する路線の有無 

地域コミュニティの分断 〃 

 

2) 事例 

事例 3-20：兵庫県の実現性（周辺地区に影響を及ぼす要素）の検証の考え方 

兵庫県は、平成 23 年 3 月に策定した「都市計画道路網見直しガイドライン」におい

て、必要性を有する路線における周辺地区への具体的な影響検証の方法を示している。 

 

整備を進めるうえでの課題 対象 検証の考え方 

周辺地区に
影響を及ぼ
す要素 

文化財や景
観に与える
影響が懸念
される路線 

都市計画道路が以下の地区と重
複する場合 
・重要伝統的建造物群保存地区 
・伝統的建造物群保存地区 
・歴史的風土特別保存地区 
・景観地区 
・風致地区 
・景観形成地区 
・有形文化財・記念物・史跡（文
化財保護法） 
・その他、地区レベルでその価値
が見出されている資源等 

歴史資産の維持と道路整備の重要性を比較し、前
者が重要ではないと判断される場合は「存続判断は
妥当」と判断できる。 
・後者においては、現道ルートで、歴史資産を維持し
つつ、道路整備を行うことが困難な場合でも、必要
性を有する路線であるため、ルート変更を想定したう
えで、「存続判断は妥当」と判断できる。 
・ただし、地区の状況を詳細に見たうえで、機能代替
が可能な路線や機能補完が可能な方策が存在する
場合、「存続判断は妥当ではない」と判断できる。 

公共・公益
施設や商店
街等に与え
る影響が懸
念される路
線 

都市計画道路が以下の施設と重
複する場合 
・役場、警察署、消防署 
・学校 
・病院、福祉施設 
・商店街等 

・施設の統廃合や移転の計画が明らかな場合や、
統廃合や移転による影響が小さいと判断される場
合、リニューアルによる商店街の存続可能な場合
は、「存続判断は妥当」と判断できる。 
・上記以外で、施設の機能を維持しつつ道路整備を
行うことが困難な場合や地区活動に支障を及ぼす
場合でも、必要性を有する路線であるため、ルート
変更を想定したうえで、「存続判断は妥当」と判断で
きる。 
・ただし、地区の状況を詳細に見たうえで、機能代替
が可能な路線や機能補完が可能な方策が存在する
場合、「存続判断は妥当ではない」と判断できる。 

出典：都市計画道路網見直しガイドライン（平成 23 年３月兵庫県） 
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（ⅳ）施工性 

1) 概説 

施工性の評価項目は表 14 のとおりであり、都市計画決定されている道路の物理的な

事業の困難さや道路構造令との整合等を評価している。 

群馬県は、地形・地物との不整合の有無を確認し、実現性の検証を行っている（事例

3-21）。 

 

表 14 実現性の評価項目 【施工性】 

カテゴリー 評価項目 指標（例） 

 物理的・地形的な困難さ 縦断線形等の問題がないか 

施工性 

地質上の困難さ 
軟弱地盤・強固な岩盤、崩落の恐れがある

急斜面地などの有無 

トンネル工事などの困難さ 
橋梁やトンネル等の大規模な構造物を含む

計画であるか 

道路構造令との整合 

補助幹線街路の場合、補助幹線街路相当と

見られる道路の最低幅員（11.5ｍ）を満た

すか 

交差点形状の複雑化 
道路・鉄道等との交差・接続処理について

走行性や安全性等に問題があるか 

支障物件の多さ 

計画区域内に建築物等の棟数が非常に多い

か 

計画区域内に大規模または堅牢、移転が困

難な建築物や工作物が存在するか 
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2) 事例 

事例 3-21：群馬県の実現性の検証の考え方 

宮城県は、平成 25 年 7 月に策定した「都市計画ガイドライン（都市計画道路の見直

し編）」において、存続・変更となった路線について、地形・地物との不正がある場合、

ルート変更・構造変更を行うこととしている。 

 

出典：都市計画ガイドライン（都市計画道路の見直し編）（平成 25 年７月群馬県） 
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＜道路構造令との整合の確認＞ 

都市計画決定されている道路における道路構造令との整合の確認は、半数程度の地

方公共団体で実施されている。 

多くの地方公共団体では、道路構造令の基準を満たしているか評価している。評価

方法として、沿道の建物状況等を踏まえ評価している都市や、基準を満たしていない場

合は、実現性に課題ありと評価している都市がある（北海道など）。茨城県では、「茨城

県都市計画道路再検討指針 運用編（案）」（事例 3-22）において、道路構造令を満た

さない場合には、事業化の課題に“該当”するという判断基準を示している。また、埼

玉県では、道路の必要性が認められても、構造の適正さの検証において道路構造令の基

準を満たしていない路線は見直し候補路線と評価されることが示されている。 

また、上記以外で次のように道路構造令との整合を評価している例がある。 

 幅員の変更等を位置付けた路線に対する道路構造令との整合 

 存続に位置付けた路線の評価において、道路構造令との整合を検証し、整合しな

い場合には幅員の見直しの検討 

 代替路線に対する道路構造令との整合 

 

なお、都市計画運用指針における道路構造令の適用に係る記載は、「地域の自主性及

び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（平成

23 年法律第 37 号）の道路法改正部分の施行（平成 24 年 4 月 1 日）に合わせて平成 23

年 11 月 30 日に改定されている。 

島根県では、平成 17 年 3 月に策定した「都市計画道路見直しの基本方針」において、

道路構造令の適用の考え方が示されている（事例 3-23）。 
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参考．都市計画道路運用指針における道路構造令の適用について 

都市計画運用指針（平成 12 年 12 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市計画運用指針の改正について（平成 23 年 11 月 30 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■道路構造令の適用について 

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整

備に関する法律」（平成 23 年法律第 37号）の道路法改正部分の施行（平成 24 年 4

月 1 日）により、道路法第３条に規定する地方公共団体道、市町村道の道路の構

造の技術的基準は、道路構造令に定める建築限界等の一部の事項を除き同令を参

酌して道路管理者である地方公共団体の条例で定めることとなる。当該改正の施

行後は、道路法上の道路を都市施設として都市計画に定める場合は、地域の実情

等を踏まえつつ、当該改正による新しい道路の構造の技術的基準に適合するよう

決定する必要がある。 

■道路構造令の適用について 

都市施設として都市計画に定める道路のうち道路法上の道路として新設又は改

築されるものについては、その計画事項である幅員、線形等が道路構造令（昭和

45 年政令第 320 号）に適合している必要がある。 

また、既に決定されている都市計画道路のうち、整備着手時点における道路構造

令の規定に従って整備されているものについては、現行の道路構造令を遡及して

適用する必要はないが、今後、新設又は改築を行うものについては、都市計画決

定されている幅員が現行の道路構造令の一般規定を適用した場合に十分であるか

を検証したうえで、必要に応じ都市計画を変更すべきである。この場合、沿道に

堅固な建築物が立地している等により、道路構造令の一般規定を適用することが

事業費の高騰等社会経済上多大な影響を及ぼすと判断される場合には、関連する

都市計画道路の変更等を行い、当該道路の機能の一部を代替させることにより、

道路構造令の一般規定に適合させて整備することが望ましい。しなしながら、こ

の方法により道路構造令の一般規定に適合できない場合であって、上記のように

道路構造令の一般規定をそのまま適用することが社会経済上多大な影響を及ぼす

ものと判断される場合には、住民の合意形成や技術、費用の面等特別の理由によ

りやむを得ない場合に限り、既決定の都市計画道路について道路構造令中の各例

外規定を適用する余地があると考えられる。 
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事例 3-22：茨城県の都市計画道路再検討指針運用編（案）に示されている道路構造令との整合 

茨城県は、「茨城県都市計画道路再検討指針 運用編（案）」において、道路構造令を

満たさない場合には、事業化の課題に“該当”するという判断基準を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：茨城県の都市計画道路再検討指針運用編（案）（平成 18 年 3 月茨城県土木部都市局都市計画課） 
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事例 3-23：島根県の道路構造令適用の考え方 

島根県は、平成 17 年３月に策定した「都市計画道路見直しの基本方針」において、

道路構造令の適用の考え方を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：都市計画道路網見直しマニュアル（平成 17 年 8月島根県） 
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（ⅴ）地元意向 

1) 概説 

地元意向の評価について、青森県、茨城県、石川県、長野県、鳥取県（事例 3-24）、

広島県、徳島県、愛媛県、熊本県などは地元意向を評価項目としている。 

 

表 15 実現性の評価項目 【地元意向】 

カテゴリー 評価項目 指標（例） 

地元意向 地元の意向 地元からの変更要望の有無 

 

2) 事例 

事例 3-24：鳥取県の地元意向の評価方法 

鳥取県は、「鳥取県都市計画道路見直しガイドライン」の評価基準において、住民か

らの要望の状況を評価基準としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「鳥取県都市計画道路見直しガイドライン」（平成 27 年 3月） 
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（ⅵ）事業性 

1) 概説 

事業性の評価項目は表 16 に示すとおりであり、計画的な道路整備が可能か財政面か

ら確認し実現の可能性を評価（鳥取県の事例 3-25）や実現性の期間を 30 年とした評価

（大阪府の事例 3-26）、費用対効果を算出し定量的に評価を行っている地方公共団体も

ある。 

また、名古屋市は、平成 18 年に策定した「都市計画道路整備プログラム」の進捗状

況を踏まえ、平成 28 年 6 月に策定した「都市計画道路整備プログラムの見直し方針」

において廃止、変更路線を検討している。栃木県は、必要性が高くとも、実現性におけ

る課題の有無の判断を行い、変更・廃止の選定方法を定めている（事例 3-27）。 

 

表 16 実現性の評価項目【事業性】 

カテゴリー 評価項目 指標（例） 

事業性 
効率的な投資 

費用対効果 

交通量に対するキロ当たり事業費が概ね 250 万

円/km･台以上の区間 

事業化の見通し 概ね 30 年以内に整備着手できるかの有無 

 

2) 事例 

事例 3-25：鳥取県の財政計画との整合 

鳥取県は、「鳥取県都市計画道路見直しガイドライン」の評価基準において、計画的

な道路整備が可能かどうか財政面から確認し、実現の可能性を評価している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「鳥取県都市計画道路見直しガイドライン」（平成 27 年 3月） 
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事例 3-26：大阪府の実現性期間の考え方 

大阪府は、限られた公共投資可能額をできるだけ有効に活用し、効率的・効果的に都

市計画道路を整備する必要があることから、対象路線の整備優先度と概算整備費用から

現在の投資余力を前提として、概ね 30 年以内に整備に着手できるかどうかの目途につ

いて評価している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：都市計画（道路）見直しの基本指針（平成 23 年 3月大阪府） 
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事例 3-27：栃木県の実現性の課題解決を踏まえた見直し評価 

栃木県は、計画決定から相当程度期間が経っていることから、市街化の進展等により

事業が困難となっている路線について、実現性評価指標において、一つでも該当する指

標がある場合は事業の実現に対する「課題あり」と判定し、該当する指標が無い場合に

は「課題なし」と判定している。 

必要性が高く、実現性に課題がある場合には、課題の解決が可能な場合は変更対象路

線としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：栃木県都市計画道路検証の基本指針（案）（平成１９年３月栃木県県土整備部都市計画課） 
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(ウ) 総合評価等 

1) 概説 

○必要性と実現性の両面から総合的に見直し方針の妥当性を評価している場合が多い。 

○地域固有の状況を反映して総合的に評価している都市もある。 

 

見直し方針（存続、変更、廃止）の決定に際しては、複数の視点により総合的に評価

を行っているところが多い。 

 必要性や実現性をマトリクスで総合的に評価 

 地域固有の状況を最終的に反映させ総合的に評価 

 道路ネットワーク等の観点を最終的に反映させ総合的に評価 

 

鳥取県、仙台市は、必要性と実現性の評価項目を得点化し評価している（事例 3-28、

3-29）。秋田県では、総合評価に際して、将来交通量推計による定量評価を加え評価し

ている（事例 3-30）。千葉市は、計画存続となった骨格道路を総合的な視点から更なる

見直しを行っている（事例 3-31）。静岡市は、見直し候補路線を抽出したあとに、ネッ

トワークの連続性、集約連携型都市構造の各拠点に対する道路の配置状況など総合的な

観点により検証している（事例 3-32）。 

 

2) 事例 

事例 3-28：鳥取県における評価指標の得点化による総合評価方法 

鳥取県は、必要性と実現性の評価指標を得点化し、総得点によりその高低を判断。両

者をクロスさせ、見直しの方向性を決定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：鳥取県都市計画道路見直しガイドライン（平成 27 年 3月改正 鳥取県土整備部技術企画課） 
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事例 3-29：仙台市の総合評価指標 

仙台市は、「仙台市都市計画道路網見直し方針(H21.3)」で示す 4つの見直しの視点と

10 の主な指標に基づき、検討対象道路の効果（＋評価）や課題（－評価）について、“評

価指標”を設定し、評価を行っている。各評価指標の（＋）又は（－）とは次のとおり

である。 

（＋）・・一定の効果があることを把握するための評価指標 

（－）・・一定の課題があることを把握するための評価指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：都市計画道路網の見直しによる「新たな幹線道路網（案）」（平成 22 年 6月仙台市） 
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事例 3-30：秋田県の総合評価 

秋田県は、総合評価の際に将来交通量推計による定量評価を加え評価をしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：秋田県都市計画道路見直しガイドライン（案）（平成１７年５月 秋田県建設交通部都市計画課） 
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事例 3-31：千葉市 

千葉市は、ガイドラインに基づく評価により計画存続となった骨格道路について、整

備には長期を要することから、整備優先度等を考慮した検討の視点から廃止路線を評価

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：都市計画道路の見直し素案（平成 24 年 1 月千葉市） 
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事例 3-32：静岡市の総合評価 

静岡市は、ステップ 1で見直し候補路線を抽出した後に、ステップ２でネットワーク

の連続性や、集約連携型都市構造の各拠点に対する道路の配置状況など総合的な観点に

より見直し結果を評価し（継続、変更・追加、廃止）、将来道路網計画を策定している。

さらにステップ３で、継続、変更・追加路線については整備効果、事業進捗、財政面の

観点を考慮して整備優先度を検討している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：第２回静岡市都市計画道路見直し指針（平成 29 年 3 月静岡市） 
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(エ) 変更・廃止の影響確認 

1) 概説 

○都市計画道路の変更・廃止による影響をチェックするために交通量推計を活用して

いる事例が多い。 

 

半数程度の地方公共団体は、交通量推計の結果を活用し、変更、廃止した場合に周辺

道路に与える影響を検証している。また、必要性の検討の中で、交通量や混雑度の確認

を行っている地方公共団体も半数程度ある。 

 

具体的な交通量推計の検証方法として、宮城県は、交通量推計が必要な場合を示して

おり（事例 3-33）、周辺道路への影響評価の基準を示している都市もある。 

 

広島市は、交通量推計結果の評価基準（４車線以上の概成区間の場合）を示している

（事例 3-34）。 

兵庫県は、交通量の結果により車線の変更等を検討している（事例 3-35 参照）。 

山形県や札幌市では、廃止、変更による周辺道路への影響の評価項目として混雑度を

採用している（事例 3-36、3-37）。 

 

2) 事例 

事例 3-33：宮城県における交通量推計が必要な場合 

≪宮城県における交通量推計が必要な場合≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「都市計画道路網見直しガイドライン」（平成 20 年３月宮城県土木部都市計画課） 
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事例 3-34：広島市における交通量推計の活用 

広島市は、概成区間のうち４車線以上にする計画のある路線について、現道の交通容

量より将来交通量が下回る場合は、他の評価項目の結果に係わらず廃止や変更等の評価

に進んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：都市計画道路見直しの基本方針（平成 18 年 11 月広島市） 
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事例 3-35：兵庫県の将来交通量推計結果を踏まえた見直し評価 

兵庫県は、交通量の結果により車線の変更等を検討している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：都市計画道路網見直しガイドライン（平成 23 年 3月兵庫県） 
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事例 3-36：山形県における将来交通量による定量評価の基準化 

山形県は、見直し検討区間の検証において、道路混雑度 1.25、平均トリップ長の上

昇 25％程度を計画変更の許容範囲としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：山形県都市計画道路見直しガイドライン（平成１７年３月山形県土木部） 
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事例 3-37：札幌市における将来交通量による定量評価の基準化 

札幌市は、廃止、変更による周辺道路への影響の評価項目として混雑度を採用してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


